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けて、各地で様々な取り組みがなされるよう

になってきている。例えば私が研究フィール

ドとしている兵庫県丹波篠山市のとある集落

では、農業者の他、非農家や入り作農家も参

画する「草刈り隊」を結成し、個人が所有す

る農地の畦畔を対象とした草刈り作業を年３

回、実施している。

このような草刈り隊が結成された背景に、

集落内の中核農家がリタイアしたことによっ

て「畦畔の草刈り作業を誰が担うのか」とい

った問題が発生したことがある。この問題の

解決に向けて、農業者が中心となって活動し

ていた多面的機能支払交付金の受託組織メン

バーで話し合いを繰り返し、多様な人材が関

わることができるように受託組織からスピン

オフした組織として草刈り隊を2018年に立ち

上げた。多様な人材が関わりやすいように、

活動の目的を「集落の景観を守ること」とし、

集落内の全戸に参画を促した他、入り作農家

にも声をかけた結果、農家・土地持ち非農家・

非農家・入り作農家など、多様な人材が活動

に参画している。現在も作業改善を図りなが

ら活動を継続しており、慰労会を通した交流

や、いかに作業を効率的に行うかを考えるこ

とに楽しみを見出している。

この草刈り隊の事例のように、担い手とな

る人材を育成する仕組みとして作業改善の場

となる組織運営方法を検討することも重要で

あるが、それと同時に、関係するすべての人

（農村景観という地域資源に関わるステークホ

1　深刻化する人手不足問題
農業や農村に関わる調査を行うと、「人手不

足」というワードが必ず出る。農業経営の担

い手不足はもちろん、昨今、聞かれるように

なったのは、草刈りや水路清掃といった農村

の地域運営に関わるような共同作業での人手

不足である。特に農村地域では、人手不足に

よって特定の人に作業が集中しやすく、「関わ

りたくない」と思わせてしまうことで、さら

なる人手不足につながるという悪循環に陥っ

ている。

このように深刻化する人手不足問題の原因

には２種類がある。一つは、農村地域のよう

に単純に人手がいないことであり、もう一つ

は、人手はあるものの共同作業への参画に至

らないことである。兼業農家や非農家が混在

する地域では、後者が人手不足問題の主な原

因となっている場合が多い。「自分のところの

作業だけでも大変なのに、人のところまで手

伝えない」、「農業に関わる作業に非農家まで

関わらせられない」といった声が挙がるのを

推し量って、あえて参画を促さないという場

合もあるだろう。人手不足問題が深刻化して

いるからこそ、関わる人を少なくしようとす

る配慮が、問題の深刻化を助長させている場

面も少なくない。

2　 人材確保と育成に向けた取り組み事例
─草刈り隊の結成
このような人手不足問題の解決や緩和に向
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ルダー）に声をかけるといった人材確保のため

の方策を検討することも、地域の人手不足問

題を解決するためには重要な一手となると考

えられる。

3　大学や研究機関の関わり方
草刈りにかかる問題は、各地でみられる。

私が所属する鳥取大学が地域連携協定を締結

する鳥取県日野郡日南町も、主幹産業が農

業・林業であり、畦畔管理の担い手不足が問

題となりつつあった。このため、担い手育成

にかかるプロジェクトが協定事業の一環とし

て盛り込まれた。このプロジェクト活動の下、

人手不足状況の調査を行うと、草刈りだけで

はなく、祭りや消防といった他の地域運営に

関わる共同作業も人手不足が深刻であること

が明らかとなった。人口が4,000人ほどで高齢

化率が50％を超えており、高校も大学もない

日南町では、本当に担い手となる人材の絶対

数が不足している状況にある。

そこで、丹波篠山市の草刈り隊の事例では、

インタビューやアンケートを中心とした調査

を主に行ったが、日南町では、人材をいかに

確保するかに重きを置いた実証研究に取り組

むこととした。具体的には、①町内で働きた

いと考える人の掘り起こしと働く場とをマッ

チングする仕組みを構築するとともに、②鳥

取大学だけでなく他大学の学生や教員が日南

町を訪れ、地域運営に参画する機会を提供す

る仕組みを創出した。①では役場や町内事業

者などと働く場のあり方を考えるコンソーシ

アムを作り「おしごとバンク」として継続的

に働き方の勉強会・研修会を実施している。

②では役場を中心に検討を進め、地域おこし

協力隊制度を活用することで、日南町でのイ

ンターンシップ経験や起業を促進している。

大学や研究機関が農村地域と関わる機会は

調査研究といった場に限られている場合が多

く、特に人手不足といった人に関わる研究は、

直接的な解決が困難な問題である。しかし、

多様な主体間で締結されるようになった「連

携協定」のような仕組みを活用すれば、直接

的な解決が困難な問題であっても、実証研究

や政策提案の素地づくりと間接的な解決につ

ながる可能性があり、そこに一つの大学の関

わり方を見出そうとしている。

4　「協同組合的な活動」への期待
今回、取り上げた２事例は、いずれも多様

な人材が関わりながら人手不足問題の解決に

取り組む「協同組合的」な活動なのではない

だろうか。それぞれの組織に明確な規約は存

在しないが、地域運営に関わる人材を確保・

育成する仕組みとして、協同組合の可能性も

見出せないかと考えている。

さらに、２事例が存在する地域には、もち

ろん既存の協同組合が存在し、近隣地域で特

定地域づくり事業協同組合やワーカーズコー

プといった新たな協同組合も設立され始めて

おり、いずれの協同組合も、事例の取組にも

協力してくれる場面も多い。このような協力

関係が、「協同組合間連携」の事例となること

も期待したい。
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